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ビューローベリタスグループ 1（以下、「ビューローベリタス」、「私たちの」又は「私たち」）は、組織のあらゆ

るレベルにおいて、人権と労働の原則、労働における健康と安全、環境保護、腐敗防止と贈収賄防止など、

高い水準での企業の社会的責任（以下「CSR」）を支援することを約束します。 

現行のビジネスパートナー行動規範（以下「BPCC」）は、ビューローベリタスのビジネスパートナー（以下、

定義）とビューローベリタスの倫理規定（ビューローベリタス及びその従業員に適用）及び弊社の人権方針

の両方に含まれる関連原則への架け橋です。 

BPCCは、全てのビューローベリタスビジネスパートナーが順守すべき最低限の共通要件を定義していま

す。 

より具体的で、より高い基準を持つ契約条項が適用される法律は、これらの一般的な最小要件に優先する

ものとします。 

適用範囲 

ビューローベリタスは、サプライヤー、サービスプロバイダー、下請業者（協力検査会社等）、独立請負業者、

コンサルタント、商業代理店、合弁事業パートナーなど、企業又は個人である全ての契約当事者を弊社の

ビジネスパートナー（以下「ビジネスパートナー」）と見なします。より良いビジネス慣行、より良い職場、よ

り良い環境を形成するために、ビューローベリタスは、各ビジネスパートナーがどこで活動しているかに関

係なく、このBPCCに準拠することを期待しています。 

 

ビジネスパートナーは、ビューローベリタスの関連会社がビジネスパートナーと締結した契約を参照する

か、又は当該ビジネスパートナーの代表者が署名した別途の確認書（宣誓書又は証明書）によって、BPCC

に拘束されるものとします。 

 

ただし、ビジネスパートナーは、BPCCに定められたものと同等のCSR原則を順守することを約束するコ

ンプライアンス・プログラム又は独立した企業ポリシー（以下「ビジネスパートナーのコンプライアンス・プロ

グラム」）を既に導入している場合があります。ビジネスパートナーに同等の原則が存在する場合、そのよ

うな原則は、ビューローベリタス関連会社との契約において拘束力のある条件となるものとします。

ビューローベリタスは、弊社のBPCCの個別の承認を義務付けるものではありませんが、当該ビジネス

パートナーのコンプライアンス・プログラムを有効な同等物として認め、ビジネスパートナーが常にその執

行に責任を負うことを求めます。 

 

導入 

 
BPCCは、ビューローベリタスの企業注意義務及びリスク管理プロセスの基盤です。BPCCは、ビューロー

ベリタスがビジネスパートナーにCSRに関して期待する最低限の要件を定めています。 

ビューローベリタスのチームは、ビジネス関係の早い段階からビジネスパートナーと関わり、ビジネスパー

トナーの選定、オンボーディング、パフォーマンス監視のプロセスなどを通じて、BPCCが実際に実施され

るようにしています。これには、アンケートの使用や、場合によっては対象を絞った監査が含まれる場合が

あります。 

場合によっては、ビジネスパートナーのトレーニングを支援し、BPCCに含まれる基準を満たすためにビジ

ネスパートナーが実行できる手順についての認識を高めることを支援する場合があります。 

弊社は、ビジネスパートナーに対し、BPCCの順守について書面で同意するか、又は同等以上のコミットメ

ントを組み込んだ効果的なビジネスパートナーのコンプライアンス・プログラムの証拠を提出することを求

めています。 

私たちは、ビジネスパートナーに対して、BPCCの内容を従業員に伝え、その方向性を自社のビジネス

パートナーに伝えることを期待しています。 

さらに、ビジネスパートナーに対しては、BPCCに対する自己評価を実施し、不足している点を把握して、適

合性を高めることを期待しています。 

これらの要件に違反した場合、取引関係の終了を含む是正措置が講じられる可能性があります。 

 
1 ビューローベリタスグループとは、ビューローベリタスS.A.、その子会社及び関連会社を意味します。 
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原則 

 
ビジネスパートナーは、このBPCCに定められた原則を順守するか、又はビジネスパートナーのコンプライ

アンス・プログラムに定められた同等の原則を施行しなければなりません。BPCCの順守に加え、ビジネス

パートナーに対しては、適用される全ての法規制の順守を期待します。 

 

より良いビジネス慣行をつくる 
 

１．贈収賄、汚職、優先的地位の濫用 

ビューローベリタスは、あらゆる形態の贈収賄及び汚職行為を一切認めない方針を掲げています。①賄

賂、②リベート、③優先的地位の濫用、及び④公務員、顧客、サプライヤー又はその他の取引相手が関与

するその他の不適切な誘引や取決めは固く禁じられています。この禁止事項には、政治献金やファシリ

テーション（政府関係者が公務を遂行するために行われる少額の支払）が含まれます。 

 

Bureau Veritasは、ビジネスパートナーがビジネスを行う全ての管轄区域において、関連する地域お

よび国際的な贈賄防止法および腐敗防止法を遵守することを要求しています。これは、ビジネスパート

ナーが直接的に、第三者を通じて、または第三者の支援を得て行う場合に適用されます。 

 

ビジネスパートナーは、ビューローベリタスのために、又は、ビューローベリタスと共に活動する過程で、

贈収賄、汚職、優先的地位の濫用と積極的に戦うことを約束するものとします。また、役員、従業員、ビ

ジネスパートナーは、いかなる形の賄賂の授受も行わず、その他不正な取決めも行わないようにします。 

 

具体的には、ビジネスパートナーは以下の行為を行ってはなりません。 

 

• ビューローベリタス又はビジネスパートナーの不適切な利益を確保するために、金銭、利益又はそ

の他の価値のあるものを第三者に提供、約束又は許可すること。 

• ビューローベリタスの従業員、取締役、役員又は第三者から金銭、利益又はその他の価値のある

ものを要求、受領又は受領することを同意する行為と引換えに、ビューローベリタス、従業員、役

員又は第三者に対する不適切な支払を行うこと。 

• ビジネス若しくは政府の決定に不適切な影響を与える意図で、又は、雇用主若しくは現地の法律

によってその受領が許可されていない場合に、価値のあるものを提供又は受領すること 

• 公務員等に不正な目的での支払又は有価物の全部又は一部が供与される恐れがあると疑うに足

る理由がある場合で、当該有価物を第三者に支払うこと、又は提供すること。 

• 公務員が何らかの行動をとるように、又は、行動を控えるように第三者に影響を与えるように誘

導する目的で、第三者に価値のあるものを提供の申出又は提供を行うこと。 

• 他人がこれらのルールに違反することを誘発、支援又は許可する行為 

 
ビジネスパートナーは、デューデリジェンス・プロセス中に、公務員との個人的又は専門的なつながりを

開示するよう求められる場合があります。デューデリジェンス・プロセス中に存在しなかった、又はその

他の理由でまだビューローベリタスに開示されていないそのような関係は、できるだけ早い時点で

ビューローベリタスの連絡先に開示する必要があります。 

 

ビジネスパートナーは、汚職、利益相反、詐欺、マネーロンダリングを検出、防止及び対応するように設計

された内部統制を備えている必要があります。 

 

ビジネスパートナーは、ビューローベリタスとの取引に関連する事項について正確かつ最新の記録を保

持し、その帳簿及び記録がビューローベリタスとの関係に関連する取引の性質、範囲、及び価値を正確

以下の原則に同意する前に、まず、最新版の本文書を入手し、自社のコンプライアンス・プログラムや関連する個別方針

について自己評価を行っていることを確認してください。本文書の最新版は、ビューローベリタスの「ステートメントと

ポリシー」のオンラインページからアクセスできます。  

https://www.bureauveritas.jp/about-us/shaping-better-world/statements-policies (日本語) 

https://group.bureauveritas.com/ （英語） 

 

https://www.bureauveritas.jp/about-us/shaping-better-world/statements-policies
https://group.bureauveritas.com/


 
 

3 
 

 

 

に反映していることを保証するものとします。取引は適切に記録されなければなりません。 

 

ビジネスパートナーがビューローベリタスに発行する請求書は、正確で、合理的な詳細で明細化されな

ければならず、ビューローベリタスの関連会社又は合弁事業に代わって支払われた料金又は支払を正当

化するための適切な補足文書が提供されなければなりません。 

 

ビューローベリタスに影響を与える可能性がある潜在的な詐欺は、直ちに報告する必要があります。 

 

２．利益相反 

ビジネスパートナーは、個人的、活動的または組織的な性質の利益相反を回避するための措置を講じ

なければなりません。これらの利益相反は、ビジネスパートナーに関連するいかなる当事者または 

Bureau Veritas の従業員が Bureau Veritas およびその顧客の最善の利益のために行動する

能力を危険にさらす可能性があります。ビジネスパートナーが Bureau Veritas のビジネス取引に

関して下す決定は、個人的または私的な利益によって影響を受けてはなりません。 

 

ビューローベリタスの従業員との個人的又は友好的な関係は、ビューローベリタスの従業員のビジネ

ス上の判断に影響を与えるために利用しないものとします。ビジネスパートナーの従業員がビュー

ローベリタスの従業員と関係があり、これが取引又は取引関係における実際の又は潜在的な利益相反

を表す可能性がある場合、ビジネスパートナーは、この事実をビューローベリタスの主要な連絡先に速

やかに開示する必要があります。 

 
３．経済制裁とマネーロンダリング防止 

ビジネスパートナーは、欧州連合（EU）、米国、英国又はその他の関連法域の全ての制裁、輸出管理及

び反ボイコット法の法規制を順守しなければなりません（該当する場合）。 

 

さらに、ビジネスパートナーは、適用される全法域におけるマネーロンダリング防止法及びその他法規

制を順守する必要があります。 

 

ビジネスパートナーは、ビューローベリタスがこれらの法規制に違反したり、その他の方法で罰則の対

象となる可能性のある行動をとったりしてはなりません。 

 
４．個人データのプライバシーとセキュリティ 

ビューローベリタスに代わって個人データを収集、処理するビジネスパートナーは、特に欧州連合

（EU）規則の対象となる、個人データの収集、処理、使用及び転送に関連する全ての法規制を順守する

必要があります。 

 

また、ビジネスパートナーは、個人データの違法な処理、個人データの紛失、盗難、偶発的又は不正な

削除、改ざん、破壊、損傷、又は個人データの不正な開示、使用、アクセスから、自身及びビューローベ

リタスを保護するために、適切な技術的及び組織的なセキュリティ対策を実施するものとします。 

データ侵害の可能性又は実際の侵害が発生した場合、ビジネスパートナーは、できるだけ早く、また、

ケースの状況を考慮して実行可能な場合は、72時間以内にビューローベリタスのデータ保護責任者

（https://personaldataprotection.bureauveritas.com）に通知するものとします。ビジネス

パートナーは、ビューローベリタスと共同で、データ侵害が及ぼす影響を軽減するために、合理的な措

置を講じるものとします。 

 

5．公正な競争 

ビューローベリタスは、弊社のサービスのメリットに基づいて、合法的かつ自由な競争の原則に取り組

んでいます。ビジネスパートナーに対しても同様であることが期待されます。ビジネスパートナーは、事

業を展開する全ての国で適用される独占禁止法及び競争法を順守するものとします。 

 
6．株式の取引 

弊社のビジネスパートナーは、ビューローベリタスから受領した機密情報を使用して、ビューローベリタ

スの株式の取引を行ったり、他者に取引を奨励したりしてはなりません。 

https://personaldataprotection.bureauveritas.com/
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7．知的財産と機密情報 

ビジネスパートナーは、ビューローベリタスの知的財産権を尊重し、実施（利用）するものとします。 

 

ビジネスパートナーは、入手可能なビューローベリタスの機密情報の開示又は不正使用を防止するた

めの適切な措置を講じるものとします。ビジネスパートナーは、ビューローベリタスの機密情報を無断

で開示しないものとします。 

 

ビューローベリタスは、強固で信頼できる関係を確保するために、ビジネスパートナーに対して事実に

基づいたタイムリーなコミュニケーションを求めています。ビジネスパートナーは、ビューローベリタス、

弊社のサービス、又はビジネスパートナーとビューローベリタスとの取引関係性について、弊社の事前

承認なしにプレスリリースを発行してはなりません。 
 

より良い環境をつくる 
 

8．環境保護 

弊社のビジネスパートナーは、事業を行う全ての場所で適用される全ての関連する環境法規制を順守

するものとします。さらに、それを超えて、彼らが行う全てのことにおいて自然環境の保護を確実にす

るための積極的な措置を講じることを期待しています。 

 

ビジネスパートナーは、生物多様性の保全に取り組み、より広範囲に環境への影響を減らし、気候変動

に対して行動することを約束するものとします。 
 

より良い職場をつくる 
 

9．人権 

弊社のビジネスパートナーは、「世界人権宣言」及び国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に定め

られているように、全ての人々の人権を認識しています。 

 

弊社のビジネスパートナーは、人権侵害を回避し、弊社のために行われた活動及び弊社に提供された

サービスに起因する人権への影響がある場合は、それを是正する責任を負うものとします。 

 

弊社のビジネスパートナーは、その業務に対する人権侵害を特定し、防止し、軽減するためのシステム

及びプロセスの維持及び改善に努めるものとします。これには、関連する場合、以下が含まれます。 

 
• 児童労働 

ビジネスパートナーは、その事業において16歳未満の児童の雇用及び労働搾取を禁止しなけれ

ばならず、児童労働（国際労働機関により定義され、子どもにとって精神的、身体的、社会的、道

徳的に有害な労働、または学校教育を妨げるなどして子どもから子どもらしさ、可能性、尊厳を

奪う労働を含む。）。18歳未満の労働者は、健康と安全に影響を与える可能性がある危険な仕

事に従事するように求められません。 

 

• 強制労働、人身売買、居住移転の自由 

ビジネスパートナーは、労働者の身分証明書を没収したり、労働者を債務漬けで束縛したり、軍

隊、刑務所、奴隷労働を使用したりすることを含むがこれらに限定されない、いかなる形態の強

制労働も禁止し、その利益を享受してはなりません。全ての作業は自発的に行わなければなりま

せん。ビジネスパートナーは、労働時間、最低賃金、時間外労働、福利厚生に関連するものを含む

賃金に関する全ての適用法を順守して運営するものとします。彼らの従業員は、合理的な期間

の事前通知を条件として、雇用関係から自由に抜け出すことができるものとします。 
 

• 結社の自由と団体交渉権 

ビジネスパートナーは、全ての労働者が合法的な労働組合やその他の組織を結成するか、又は

参加するかを選択する権利、及び現地の法律に従って相互の利益を支援するために団体交渉す

る権利を支持するものとします。彼らは、雇用、昇進、異動、解雇などの分野での組合員及び活

動に関して、非差別的な方針を適用するものとします。各国の法制度が結社の自由の権利を禁
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止又は厳しく制限している国において、ビジネスパートナーズは、適用される法律及び規制の枠

組みの中で、労働者の利益を効果的に代表し、労働者と経営者との間のコミュニケーションを促

進するための代替手段の確立を支持するものとします。 

 

ビジネスパートナーは、従業員が自分のアイデア、懸念事項、問題についてマネージャーと話し、

労働条件の問題に対処するために協力できる、職場でのオープンで正直なコミュニケーションを

奨励しています。 
 

• 差別とハラスメント 

ビジネスパートナーは、人種、肌の色、宗教、性別、年齢、政治的意見、国籍、社会的出身、妊娠及

び出産、障害、病状、婚姻状況、性的指向などの個人的な特性に基づく、従業員に対するあらゆ

る形態の差別及びハラスメントを禁止する必要があります。 

 

• 労働時間と報酬 

ビジネスパートナーは、労働時間、最低賃金、時間外労働、福利厚生に関連するものを含む賃金

に関する全ての適用法を完全に順守して運営するものとします。 

 

ビジネスパートナーの採用、配置、トレーニング、報酬、昇進に関する決定は、人種、肌の色、宗

教、性別、国籍又は社会的出身、年齢、性的指向、婚姻状況、病状、障害、政治的意見、性別適合、

又は適用される現地法で保護されているその他のステータスに関係なく、資格、業績、スキル、

専門知識のみに基づいています。 
 

• 多様性（ダイバーシティ）、包括性（インクルージョン） 

ビジネスパートナーは、全ての職場で多様性（ダイバーシティ）及び包括性（インクルージョン）を

支援・推進します。 
 

• プライバシー保護 

ビジネスパートナーは、プライバシーの権利と表現の自由を約束し、従業員を個人情報及びデー

タの不正アクセス、使用、破壊、変更、又は開示から保護するためにあらゆる合理的な措置を講

じるものとします。ビジネスパートナーは、適用される現地の法律及び規制に従って、従業員の

個人データを処理するものとします。従業員データのセキュリティ保護手段は、必要に応じて提

供され、従業員のプライバシーと尊厳を尊重して維持されます。 
 

• 安全 

ビジネスパートナーは、労働者、施設、設備の安全を確保するための対策を講じなければなりま

せん。セキュリティ対策は、地域社会の構成員やその他の第三者の安全や安心を害したり、労働

者や第三者の人権の尊重を損なったりしてはなりません。 

 

• 土地の権利 

ビジネスパートナーは、土地及び国家資源の権利に関して適用される全ての国内法に従い、土

地の取得又は使用の変更が影響を受ける個人及びコミュニティの権利を尊重することを確保す

るための措置を講じる必要があります。 

 
10．労働安全衛生 

ビジネスパートナーは、全従業員に対して、暴力、ハラスメント、脅迫、その他の危険又は破壊的な状況

のない安全で健康的な職場を提供し、事故やケガのリスクを最小限に抑え、健康と安全のリスクへの

曝されること減らすことを約束するものとします。彼らの健康と安全プログラムは、適用される法律

及び規制に準拠するものとします。これには、労働者への適切な個人用保護具の提供、職場の危険に

関する安全手順とトレーニングプログラムの確立、緊急事態に対処するためのポリシーと手順の整備

が含まれます。 

 

ビューローベリタスに代わって行われる全ての作業は、ビューローベリタスの安全ポリシーとプロセス

に厳密に準拠して行う必要があります。下請業者（協力検査会社等）は、ビューローベリタスに代わっ

て実施された任務中に発生した事故を遅滞なくビューローベリタスに報告しなければなりません。詳

細な手順については、下請業者（協力検査会社等）向けの Bureau Veritas Safety & Security 

handbook (Bureau Veritas Safety & Security handbook) を参照してください。 

https://www.bureauveritas.jp/sites/g/files/zypfnx696/files/media/document/BV-HSSE-Requirements-Handbook-for-Subcontractors-and-Non-Exclusives_JP.pdf
https://www.bureauveritas.jp/sites/g/files/zypfnx696/files/media/document/BV-HSSE-Requirements-Handbook-for-Subcontractors-and-Non-Exclusives_JP.pdf
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施行規則 
 

11．内部通報 ポリシー 

ビューローベリタスは、ビューローベリタス従業員とビジネスパートナーが、弊社のビジネス内で

BPCCに違反していると思われる出来事を目撃した場合、実名又は匿名で「声を上げる」ことを奨励

する方針を掲げております。これは、一部の国ではオンライン又は電話で問題を報告できる外部の倫

理ホットラインによってサポートされています。 

 

ビジネスパートナーは、ビジネスパートナーの従業員及び外部の第三者が苦情を通報できる体制を整

備するものとします。ビジネスパートナーは、従業員に当該苦情処理制度の使用方法を周知徹底し、提

起された問題に対する処理プロセスを説明するものとします。全ての問題はタイムリーに処理されな

ければなりません。 

 

また、ビジネスパートナーは、ビューローベリタス又は自身の苦情処理システムを通じて、懸念事項に

ついて誠実に報告した従業員及びその他の利害関係者に対する報復を禁止し、防止するものとしま

す。 

 

12．報告 

BPCCの違反に気付いた場合又は違反の可能性が懸念される場合、ビジネスパートナーは速やかに

ビューローベリタスの主たる連絡先に通知するものとします。 

 

また、このような違反を目撃したビジネスパートナーの従業員又はその他の利害関係者は、ビューロー

ベリタスの倫理ホットラインを使用してビューローベリタスのコンプライアンスチームに通知することも

できます。 

 

倫理ホットライン - https://ethicsline.bureauveritas.com/ 
 

提出された全ての報告は、ビューローベリタスの倫理規定に定められた既存のプロセスに従って調査

され、対処されます。ビューローベリタスは、合理的に実行可能な範囲で、かつ適用法で義務付けられ

ている範囲で、そのようなプロセス全体を通じて機密性を維持します。 

 

13．BPCC違反の結果 

BPCC違反の通報はビューローベリタスによって調査・検証され、違反の重大性に基づいて、ビュー

ローベリタスは以下の措置を講じることができます。 

• ビジネスパートナーが使用する苦情処理方針に基づいて緩和措置や是正措置を講じる 
• 自らの調査（監査を含め）か、ビジネスパートナーに申し立てられた違反について調査及び報告する

よう要求すること 
• ビジネスパートナーに、違反事象の軽減、修復又は解決を指示すること 
• ビジネスパートナーとの取引関係を制限、停止又は終了すること 

 

ビューローベリタスは、違反が透明性を持って開示されたかどうかなどの要素を考慮し、ビジネス

パートナーの組織内で適切な是正措置が取られたかどうかを評価します。 

 

また、Bureau Veritasは法律により、違法な活動を政府の法執行当局に報告する必要があるかも

しれません。あるいは、深刻な申し立てや差し迫った発生の脅威に関して、自発的にそのような措置を

講じることを決定する可能性もあります。 

 

14．ビューローベリタス連絡先 

・グループ・コンプライアンス・オフィサー: compliance.officer@bureauveritas.com 

・チーフ・サステナビリティ・オフィサー&企業広報担当EVP 

Marc Boissonnet - +33 1 5524 7712 – marc.boissonnet@bureauveritas.com 

BPCCの一部が不明な点がある場合は、ビジネスパートナーはビューローベリタスの連絡先に説明を求め

る必要があります。 

https://ethicsline.bureauveritas.com/
mailto:compliance.officer@bureauveritas.com
mailto:marc.boissonnet@bureauveritas.com
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